
57 行方不明組合員の出資金整理について

Ｑ．組合員Ａは、昭和○年１月30日に組合に加入し、昭和×年12月30日まで組合を利用し

ていたが、その後行方不明となった。組合としては、Ａの出資を整理し実質上の組合員の

出資のみとしたいが、どのような処理が適当か。なお、Ａの組合に対する負債はない。

Ａ．出資を整理するには、当該組合員が組合を脱退することか前提となり、ご照会の場合の

行方不明組合員については資格喪失による脱退か、または除名による強制脱退が考えられる。

具体的事情か不明で判断し兼ねる点があるが、もし行方不明と同時に事業を廃止しているので

あれば、資格喪失として処理することが可能と解する。この場合、組合員たる資格が喪失した

ことを理事会において確認した旨を議事録にとどめると同時に、内容証明郵便をもって持分払

戻請求権の発生した旨の通知を行うことが適当と考える。除名は総会の決議を要し、この場合

除名しようとする組合員に対する通知、弁明の機会の付与等の手続が必要であるが、組合員に

対する通知は組合員の届出住所にすれば足り、この通知は通常到達すべきであったときに到達

したものとみなされるから一応通知はなされたものと解される。弁明の機会の付与については、

その組合員が総会に出席せず弁明を行わない場合は、その組合貝は弁明の権利を放棄したもの

とみなされ、除名議決の効力を妨げるものではないと解される。

なお、除名か確定した場合は、資格喪失の場合と同様の通知をするのが適当である。

以上の手続きにより、当該組合員に持分払戻請求権が発生するが、その請求権は２年間で時

効により消滅するので、時効まで未払持分として処理し、時効成立をまってこれを雑収入又は

債務免除益に振替えるのが適当と考える。

【出資・出資金】



【加入・加入金】

59 加入拒否の「正当な理由」の解釈について

Ｑ．中協法第14条は、組合員資格を有するものであっても、組合は、正当な理由があれば

加入を拒否できると解されるが、その正当な理由とは、どのような理由をいうのか？

Ａ．「正当な理由」とは、組合員資格を有する者に対して一般的に保障されている加入の自由

が具体的な特定人に対して保障されないこととなっても、中協法の趣旨から、あるいは社会通

念上からも不当ではないと認められる理由をいう。「正当な理由」として認められるものとして

は、次のような場合が考えられる。

（1） 加入申込者自体にある理由

①　加入申込者の規模が大きく、これを加入させると組合の民主的運営が阻害され、あ

るいは独占禁止法の適用を受けることとなるおそれがあるような場合

②　除名された旧組合員が除名直後又はその除名理由となった原因事実が解消していな

いのに加入申込みをしてきた場合

③　加入申込み前に員外者として組合の活動を妨害していたような者である場合

④　その者の日頃の行動からして、加入をすれば組合の内部秩序がかき乱され、組合の

事業活動に支障をきたすおそれが十分に予想される場合

⑤　その者の加入により組合の信用が著しく低下するおそれがある場合

⑥　組合員の情報、技術等のソフトな経営資源を活用する事業を行う際に、当該経営資

源や事業の成果等に係る機密の保持が必要とされる場合において、例えば、契約・誓

約の締結、提出などの方法により機密の保持を加入条件とし、これに従わないものの

加入を拒む場合（ただし、条件はすべて組合員に公平に適用されることが必要である。）

（2） 組合側にある理由

組合の共同施設の稼働能力が現在の組合員数における利用量に比して不足がちである

等、新規組合員の増加により組合事業の円滑な運営が不可能となる場合

なお、「正当な理由」に該当するか否かについては、その事実をよく調査し、その実情に応じ

て判断するのが適当と考える。

60 加入金の性格と定款記載について

Ｑ．当組合の定款には、脱退者の持分の払戻しについては、「組合員の本組合に対する出資

額を限度とする」旨の規定をしている。定款参考例によれば、このように規定している組

合では加入者からの加入金を徴収する旨の規定は削除することとされている。加入金は定

款の定めがなければ徴収できないということであるので、このことにより、当組合では、



加入金は徴収できないと考えられる。

加入の際の事務手数料的なものを徴収することはできないのか。この場合、定款に「加

入金」ではなく、「加入事務手数料」を徴収できる旨の規定をおくことはできるか。

Ａ．中小企業等協同組合法では、組合が定款で定めた場合には加入金を徴収することを認め

ております（第15条、第33条）が、この加入金の意味については、特に規定していない。しか

し、その趣旨から広義に解釈すれば、持分調整金と加入事務手数料を意味するものと考えられ

る。持分調整金とは、持分の算定方法について、改算式算定方法（組合の正味財産の価額を出

資総口数で除して、出資１口当たりの持分額を算定する方法。したがって組合員の持分は均一

となる）を採っている場合において、組合財産の増加によって出資１口当たりの持分額が出資

１口金額を超えている場合に、その超過した部分にあたる差額を新規加入者より徴収し、新規

加入者と既存組合員との持分についての公平を保とうとするものである。

このように、持分調整金は、改算式の持分算定方法を採用する組合において徴収することに

なるが、たとえ改算式を採っている組合でも、貴組合のように、定款の規定により脱退者の持

分の払戻しが「出資額を限度」として行われる組合にあっては、常に払戻額が出資額を上回る

ことはなく、新旧組合員の持分の調整を行う必要が生じないので、持分調整金としての加入金

をとることはできないとされている。定款参考例でいう「加入金」は、この持分調整金を意味し

ていると解されるので、このような組合にあっては加入金の項を削除するよう指導されている。

次に、加入事務手数料についてであるが、これは組合に加入する際に要する事務的費用、例

えば出資証券や組合員証の発行費用などであるが、これを加入者に負担させるために徴収する

ものをいう。この加入事務手数料は広くは加入金の一種と考えられますが、これはあくまで実

費の範囲を超えないものであり、その性質上それほど多額なものとなりえないものである。こ

のような実費的なものの徴収は、加入金の規定によらなくても組合として徴収しうるものであ

る。しかし、このことは、加入事務手数料を徴収できる旨の定款記載を禁じるものでなく、例

えば徴収の根拠を明らかにしておく等の必要がある場合には、この旨を記載しても差し支えな

いと考えられる。

（注）持分の算定方法には、前記の改算式算定方法のほかに、加算式算定方法がある。（「65 持

分の算定方法について」参照）



【持　　分】

65 持分の算定方法について

Ｑ．定款参考例の加算式持分算定方法と改算式持分算定方法との違いについてご教示願い

たい。

Ａ．持分の算定方法は、法に何らの規定がないので、定款で自由に定めてよいわけであるが、

一般にその方法として改算式（又は均等式）算定方法と加算式（又は差等式）算定方法がある。

改算式算定方法は、組合の正味財産（時価）の価格を出資総口数で除することにより出資１

口当たりの持分額を算定し、それに各組合員それぞれの出資口数を乗じて各組合員の有する持

分額を算定する方法である。

この方法によるときは、出資１口当たりの持分額が均等となるので、計算、事務処理が簡便

であるが、原始加入者及び増口分の出資の払込みに際しては、持分調整金を徴収する必要が生

じる。

加算式算定方法は、各組合員について、事業年度ごとに、組合正味財産（時価）に属する出

資金、準備金、積立金その他の財産について、各組合員の出資口数、事業の利用分量（企業組

合にあっては従事分量）を標準として算定加算（損失が生じた場合はそのてん補額を控除）す

ることによって、各組合員の有する持分額を算定する方法である。

この方法によるときは、各組合員の持分は、加入の時期、組合事業の利用分量等により不均

一となるので、計算・事務処理が煩雑となるが、持分調整の問題を生じないし、また、組合員

の組合に対する権利義務の表示について忠実であると言える。

このように、この２つの方法にはそれぞれ特徴があり、組合の実情に応じて適宜選択する必

要がある。

組合員に誤解をされないよう注意を要する。

（2） 加算式持分算定方法の採用の手続

まず、既存組合の加算式持分算定方法の採用の決定は、通常の定款変更の議決方法

（特別議決）で足りるものと解される。

改算式から加算式に持分算定方法を変更する組合においては、加算式方法採用時の既

存組合員の持分は、各持分構成資産について各組合員の出資額により算定することとな

る。

（3） 組合財産の評価

組合財産のうち、帳簿価格と時価が異なる資産については、時価（一括譲渡価格）評

価する必要がある。その評価方法は、①対象となる資産ごとに明確に定めておくこと、

②客観性があり、かつ、計算が容易であることが必要である。



66 改算式から加算式への持分算定方法の変更について

Ｑ．当組合では、これまで改算式持分算定方法を採用していたが、このたび加算式持分算

定方法に変更したいと考えている。その場合、どのような点に留意すべきかご教示願いた

い。

Ａ．加算式持分算定方法を採用する場合の留意点について説明する。

（1） 加算式持分算定方法の採用の意義

加算式持分算定方法は、従来から加算式持分算定方法を採用している資産保有組合に

おいて、①土地等の含み資産又は内部留保が大きいため、持分調整金としての加入金の

額が増大し、その結果新規加入が阻害されるような場合、あるいは、②組合への加入年

数（組合員歴）や事業利用による貢献を持分に反映させようとする場合に適する持分算

定方法であることに、まず留意する必要がある。

したがって、加算式持分算定方法は、持分の払戻し方法が、全額払戻し又は多額の一

部払戻し方法（帳簿価格以上の額を限度とする払戻し方法）である場合に意味があり、

少額の一部払戻し方法（例えば、出資額限度方式や出資額以上であるが帳簿価格に満た

ない額を限度とする払戻し方法）である場合には、採用の意味は少ないと考えられる。

また、持分の払戻し方法が一部払戻しの組合で、加算式持分算定方法を採用する場合

には、定款に規定される、持分の算定の内容と持分の一部払戻しの内容とは当然異なる

ことになる（持分計算額よりも一部払戻し額の方が少ない）ので、持分の払戻しの際、

組合員に誤解をされないよう注意を要する。

（2） 加算式持分算定方法の採用の手続

まず、既存組合の加算式持分算定方法の採用の決定は、通常の定款変更の議決方法

（特別議決）で足りるものと解される。

改算式から加算式に持分算定方法を変更する組合においては、加算式方法採用時の既

存組合員の持分は、各持分構成資産について各組合員の出資額により算定することとな

る。

（3） 組合財産の評価

組合財産のうち、帳簿価格と時価が異なる資産については、時価（一括譲渡価格）評

価する必要がある。その評価方法は、①対象となる資産ごとに明確に定めておくこと、

②客観性があり、かつ、計算が容易であることが必要である。

組合財産の評価に大きく影響する土地の評価方法は、様々な方法が考えられるが、一

般に妥当と思われる方法としては次のものがあげられる。

ア．固定資産税評価額倍率方式

通常の固定資産税評価額を時価の○○％程度とみて、固定資産税評価額を○○％で

除して時価に評価還元する方法

イ．相続税評価額倍率方式

通常の相続税評価額を時価の○○％程度とみて、相続税評価額を○○％で除して時

価に評価還元する方法

ウ．不動産鑑定士による評価方法

不動産鑑定士にその評価を依頼する方法。この場合は、１人の鑑定士のみによる評

価では不十分であり、通常５人の鑑定士に依頼し、これらの評価額のうち最高値と最

低値を切り捨て、中３値の平均値をとる方法が適当である。

なお、含み資産の評価方法については、規約又は総会の議決によって定めておくことが必要

である。
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【脱　　　退】

76 脱退者に対する延滞金の徴収について

Ｑ．法定脱退者が組合に対する経費又は斡旋原料代等を滞納しているとき、仮に本年４月

に法定脱退した者に本事業年度末たる○年３月末に持分算定の上、払戻すことになるが、

４月以降滞納金の払込がない場合、年度末までの延滞金（定款及び総会議決をもって徴収

するよう規定されている）をも加算して、払戻持分より差引して支障ないと解せられるが、

それでよろしいか？

Ａ．脱退した者に対し、債権を有する組合が脱退者に支払う持分と、その債権を相殺する場

合、脱退以降持分支払までの期間に対し、定款に定める延滞金を課することはできないものと

思われる。定款は組合員でなくなった脱退者に対しては効力を及ぼさないので、脱退者から定

款の規定によって徴収することができないものと考えられるからである。ただし、脱退者より

持分の確定するその事業年度末までは、脱退者の債務不履行に対し、民法の法定利率（年５％）

による利息を課することができる。

77 脱退を申し出た組合員の取扱い等について（1）

Ｑ．自由脱退者の取扱について

組合員は、「事業年度の末日の90日前までに予告し、事業年度の終了日に脱退できるが

（中協法第18条）、事業年度末までは組合員たる地位を失ってないから、その組合員も他の

組合員と同様に議決権の行使、経費を負担する等の権利、義務を有するが、脱退者の申出

の点についての効力と其の取扱い方について、

（1）①　Ａ組合員　５月10日に脱退の申出をした場合

②　Ｂ組合員　７月２日に脱退の申出をした場合

③　Ｃ組合員　12月30日に脱退の申出をした場合

（2） 脱退を申し出た組合員は、その後の組合運営についての権利義務を主張し行使できるか。

（3） 脱退を申し出た組合員が、申出日以降組合賦課金を年度末まで納入しない場合の取

扱いについて

（4） 未納賦課金を払戻持分と相殺して差し支えないか。法第22条からして相殺すること

も妨げないと解されているか。

Ａ．設問の組合事業年度終了日が３月31日であれば、（1）の①～③は、いずれも90日の予告

期間を満足させているので、脱退の申告があった日の属する事業年度末までは、組合員たる地

位を失わないから、脱退の申出をしない組合員となんら差別してはならない。したがって、（2）

についても事業年度末までの期間内は組合員としての権利義務を負わなければならないし、ま

た（3）にいうごとく、賦課金を納入しないならば組合員としての義務を怠ることになり、除名、

過怠金の徴収等の制裁も定款の定めにしたがって可能となるわけである。（4）については、脱退

した組合員が組合に対して未納賦課金その他の債務を負っている場合は、組合は中協法第22条

の規定による持分の払戻停止によって対抗でき、あるいは民法第505条の規定により払い戻す



べき持分とその債務とを相殺することもできる。

78 脱退を申し出た組合員の取扱い等について（2）

Ｑ１．中協法第18条に、組合を脱退するには「事業年度末90日前迄に予告し、事業年度の

終においてすることができる」とあるが、例えばある組合でなされた議決が一部の業態の

組合員に著しく不利で営業不能となる為、仮に９月１日に脱退を通告しても、翌年３月末

日迄は脱退できないか、又、その間、議決に拘束されるか？

Ｑ２．組合員が転廃業して組合を脱退したが、１ヶ月又は２ヶ月後再び元の事業を始めた

場合、前に加入していた組合の拘束を受けるか？

Ａ１．中協法第18条に自由脱退の予告期間及び事業年度末でなければ脱退できない旨を規定

した趣旨は、その年度の事業計画遂行上、組合の財産的基礎を不安定にさせないためであるか

ら、設問のような場合、即ち９月１日に脱退を予告しても翌年３月末日迄は脱退できない。従

ってその間、除名されない限りは依然組合員であるから議決にも拘束されるし、組合員として

の権利を有し、義務を負わなければならない。

Ａ２．組合員が転廃業すれば、組合員資格を失い、法定脱退することになるので、組合員資

格としての事業を再開しても、直ちに組合員となるわけではないから、その組合の拘束を受け

ることはない。




